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環境ＮＰＯによるエコグッズの事業課題 
‐川崎市民石けんプラントをケースとして‐ 
 
神原  理 
 
１．環境ＮＰＯによるエコグッズ事業 
本稿では、特定非営利活動法人「川崎市民石けんプラント」（神奈川県川崎市）をケースとし
て、環境ＮＰＯによるエコグッズ事業の課題を整理していく。 
「川崎市民石けんプラント」は 2005 年に設立されたＮＰＯ法人で、環境保全と障害者の福
祉・社会教育を目的とした市民事業を手がけている。同プラントは、循環型社会のモデル事業
として廃食油の回収と石けんの製造・販売を行なうとともに、福祉作業所を併設することで、
障害者と健常者がともに働くことのできる「ノーマライゼーション社会」の一助となることを
目指している。 
川崎市民石けんプラントは、1980 年代の石けん利用推進運動を背景として、1989 年に生協と
労働組合、川崎市民 6,000 人の出資によって設立された「株式会社川崎市民石けんプラント」
が前身となっている。同社が製造する「きなりっこ」石けんは、川崎市内の小学校から回収し
た廃食油から製造されたリサイクル商品であり、市内の 60％の小学校で給食の食器洗い石けん
として使用されている。1993 年からは地域福祉作業所を併設し、障害者と健常者とが一緒に働
くことのできる環境を整備している。2005 年には、株式会社を解散するとともに川崎市の塩浜
に工場を移し、「ＮＰＯ川崎市民石けんプラント」として新たなスタートを切った。 
事業型のＮＰＯは、一般的に小規模経営で公益性の高い商品を提供している。その多くは十
分な生産設備や取引ネットワーク、組織的な情報ストックが乏しいことから、商品生産は労働
集約的で少品種・少量生産となり、生産コストが高いために収益性の向上が課題となっている。
川崎市民石けんプラントも同様、収益性の向上は大きな課題となっているが、競争が激しくて
商品単価が低いという石けんの商品特性も相まって、同プラントを巡る環境はより厳しいもの
となっている。 
 
２．エコグッズ事業の課題 
川崎市民石けんプラントによるエコグッズ事業の第一の課題は、石けんという商品に付与さ
れるメッセージ性にある。 
ＮＰＯが社会に提供するアウトプットには、商品（モノやサービス）と社会的行動（Social 
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Behaviors）がある。社会的行動とは、「公益のために人々の習慣的な行動パターンや意識を変
えること」である。川崎市民石けんプラントの場合には、石けんと、環境・福祉志向の生活行
動への変革が社会へのアウトプットとなる。 
環境ＮＰＯがエコグッズをとおして社会的行動を促す際には、既存のライフスタイルに自省
を促し今後の行動指針となるようなメッセージ性が付与される。消費者は、そうしたメッセー
ジ性の支持と、ＮＰＯへの投資的な支援としてエコグッズを購入する。川崎市民石けんプラン
トが販売する石けんの場合、環境志向であるとともに、ノーマライゼーション社会への認知と
行動という「二つのメッセージ性」をもつ。しかし、同プラントではこうした社会性の高いメッ
セージが十分に発信されておらず、行動変革を促すには至っていない。 
川崎市民石けんプラントによるエコグッズ事業の第二の課題は、地域社会における交換の
ネットワーク（連鎖）形成にある。同プラントは、エコグッズをとおした支援者（サポーター）
づくりだけでなく、スタッフや支援者同士による恒常的な互酬関係－贈与と反贈与が連鎖的に
生じるような仕組みやネットワークづくり－を進めていく必要がある。 
ＮＰＯは、互酬にもとづく市民参画の地域ネットワークに依拠することで多様な経営資源（営
利組織や地域住民からの寄付やボランティア）を動員している。互酬とは、贈与や寄付、ボラ
ンティアなど、地域の人間関係にもとづいて金品やサービスを提供しあう交換関係である。こ
うした資源をもとに収益活動を行うことで、ＮＰＯは市場（商品取引）から利潤を獲得するこ
とができる。そして、ＮＰＯは、商品取引をとおして「相互的サービス」の関係を地域社会に
実現する。相互的サービスとは、サービスの提供者と受給者の区別がなく、与えると同時に受
け取る、もしくは互いが順々にサービスの提供者と受給者になるという「サービスの相互交換
関係」をいう。 
川崎市民石けんプラントでは、健常者のスタッフが障害者の自立支援を行なっているが、そ
の一方で、障害者とのコミュニケーションや彼らの働く姿などをとおして、健常者のスタッフ
は様々な精神的な刺激を受けるという「サービスの相互交換関係」が存在している。しかし、
こうした精神的・人格的な互酬関係は、同プラント内の職場関係に留まっており、プラントを
中心とした地域社会全体にまでは広がっていない。今後は、福祉作業所としての精神的・人格
的な互酬と、石けんという商品をとおした市場での交換という「二重の交換関係」を地域社会
にどう広げていくかが課題といえる。 
 
３．むすび 
本稿では、「川崎市民せっけんプラント」をケースとして、環境ＮＰＯによるエコグッズ事業
の課題について検討していった。同プラントが提供する商品とその交換関係に着目した場合、
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①環境と福祉という２つのメッセージ性をより強く訴求していくことと、②プラント内の精神
的・人格的な互酬関係が地域社会全体へと広がり、恒常的に連鎖するような仕組みづくりが必
要といえる。それによって、小規模プラントの経営資源を提供する支持者の増加と、地域社会
全体で経営資源を相互に補完できるような地域の関係性や共同性が実現され、同プラントのエ
コグッズ事業は安定化していくものと考えられる。 
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